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建築ストック社会と建築法制度

建築基準法防火避難規定を事例に取り上げて，建築ストック社会に
望まれる社会制度を探求する書。建築行政関係者や研究者だけでな
く，不動産業界や建築設計，施工に携わる方々も交えて，広く実情
を調査・分析。社会制度が求めるべき建築ストックの活用と，安全
性能の維持向上の両面を正面から議論し，理念と現実の制約を踏ま
えた手法を模索する。
1章では，防火避難規定と建築ストック活用の間にどのような問題
が生じているのか事例を紹介。
2章では，建築基準法の一般的な原則や手法から離れ，建築ストッ
クの活用と安全性能の維持・向上の双方を模索する制度の可能性を
探るため，海外の制度や文化財の保全制度など，他の法令や社会制
度を紹介。
3章では，安全性の維持向上と建築ストックの活用を両立するため
に，どのような制度，手法がよいのか。有識者から出された具体的
な提案を紹介する。
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1　建築ストック社会における課題
　1.1　建築ストック活用と建築基準法防火避難規定の課題
　1.2　既存不適格建築物に対する基準法上の緩和規定と課題
　1.4　大規模建物の事例
　1.5　旧 38 条認定建物の持つ課題
　1.6　現状の性能規定の課題と解決の方向性

2　行政の対応と諸外国での制度
　2.1　柔軟な防火安全評価にかかる消防行政の事例
　2.2　既存建築物へのフレキシブルな仕組み－米国シアトル市を例に－
　2.3　京都市伝統的な木造建築物の保存及び活用に関する条例について

3　建築ストック社会に対応した制度への提案
　3.1　施設の人命安全性は「建物」以前に「建物+組織」の 性能として評価
　　　されるべきではないか
　3.2　消防法的要素を反映させた性能評価の可能性
　3.3　建築基準法第 38 条の削除によって認定建築物に生じた諸問題とその改
　　　善策に関する検討
　3.4　既存改修への対応～建築ストック検証法の提案
　3.5　既存建築物の防火改修における性能検証法の役割と周辺技術の確立の
　　　必要性
　3.6　建築ストック改善計画の市場主義に基づく認証
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